
省エネ相談地域プラットフォームについて

山梨県商工会連合会

※本会は山梨県の省エネ相談地域プラットフォームとして活動しています



我が国の省エネルギー政策①



我が国の省エネルギー政策②



１．省エネプラットフォームとは

省エネルギー
相談地域プラットフォーム構築事業

中小企業等の、省エネルギーに係る取組を支
援・推進することを目的とし、経済産業省が実
施している事業です。
現在は、全国46都道府県に、
54の地域PFが活動しています。

全国省エネ推進ネットワークHP
https://www.shoene-portal.jp/about_pf/



２．山梨県の省エネプラットフォームのご紹介
-省エネ支援体制省エネプラットフォームとしての商工会-
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山梨県省エネルギー相談
地域プラットフォーム

地域の企業の
「すぐそば」
にある窓口

省エネルギーセンター

経済産業省

１０名 ６名

●地域の商工業者支援の一環として、経営支援活動に加え、省エネ
に関する指導や提案を行なっています。

山梨中央銀行



省エネ支援専門家

エネルギーの専門家 10名 経営の専門家 ６名

大橋英子 中小企業診断士 社会保険労務士
土屋富治 中小企業診断士 社会保険労務士
大舘健児 中小企業診断士
藤原範夫 中小企業診断士
斉藤竜 中小企業診断士
村岡直之 中小企業診断士

功刀能文 技術士（機械部門） エネルギー管理士
石川敏行 技術士（電気電子） エネルギー管理士
今澤伸次 技術士 １級建築士 測量士
大谷宏 エネルギー管理士 第二種電気主任技術者
大橋和寛 エネルギー管理士 第三種電気主任技術者
滝沢利治 技術士（化学部門） エネルギー管理士
塚原忠一 技術士（上下水道部門） 測量士
遠峰徹 技術士（機械部門） エネルギー管理士
廣瀬靖臣 1級建築士 1級管工事施工管理技士
森野健治 エネルギー管理士

各分野のエキスパートが支援いたします



① 現状把握（省エネルギー診断）

～現状分析・課題は何か

～経営にどれだけ影響があるのか

② 提案 設備改善・運用改善・補助金活用

③ 省エネルギーの実行

３．省エネ支援の基本的な流れ



４．省エネ支援のポイント
省エネプラットフォームの支援内容

■ エネルギー使用状況の現状把握・課題抽出（省エネ診断）

■ コスト回収期間の算出

■ 意思決定・判断の支援

■ 補助金活用の支援 → 設備計画と準備 申請のポイント

■ 省エネから経営改善を提案



■むき出しの配管による熱放出への対策

事例１ 見える化から省エネ

●効果 エネルギーコスト

700千円/年削減

事例１ 省エネ支援 A事業所
サービス業 従業員1０名



事例２ 省エネ支援

●工場・事務所内の照明(約1０0台）をLEDに更新

・年間コスト削減額と投資回収の明確化

・省エネ補助金の活用・申請支援

設備費用 1,800千円

補助金 600千円
●効果
エネルギー使用量（原油換算）

5kl/年削減
エネルギーコスト

350千円/年削減

Ｂ事業所
製造業 従業員14名



●効果
エネルギー使用量（原油換算）

４７kl/年削減
エネルギーコスト

２，９６０千円/年削減

事例３ 省エネ支援

●運用改善（お金のかからない改善）

圧空漏れ削減対策

熱風暖房等フィルタ・熱交換フィンの清掃

非稼働時電力消費の削減

●設備改善

コンプレッサの高効率化

コンプレッサ排熱の冬季暖房活用

燃焼炉の断熱

照明のＬＥＤ化

Ｃ事業所
製造業 従業員２００名

圧空漏れか所表示





補助事業のスケジュール

日程 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
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採択率･採択結果①



採択率･採択結果②



５．省エネによる経営力強化の実現

■省エネの取り組みによる経営への効果

省エネ自体による効果
エネルギーコストの削減

省エネ推進による副次的な効果
製造工程のムダ削減による生産効率向上、品質の改善、ＢＣＰ作成

組織体質の強化、経営者・従業員の意識向上

豊かな地球環境と限りある資源を次の世代へ

経営力の強化 省エネＰＤＣＡサイクルの実現

企
業
に
寄
り
添
っ
た

地
域
支
援
機
関
の
継
続
的
支
援

省エネルギーを、単なるコスト削減ではなく経営力の強化につなげる


